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○ 特定機能病院における病棟については、一律に高度急性期機能を選択するものではあ

りません。「２－３．医療機能の選択における基本的な考え方」をご参考のうえ、個々の

病棟の役割や入院患者の状態に照らして、医療機能を適切に選択してください。 

 
○ 「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を提供している場合には、現状

において、リハビリテーションを提供していなくても回復期機能を選択できることとさ

れています。回復期機能については、「リハビリテーションを提供する機能」や「回復期

リハビリテーション機能」のみに限定するものではありません。 

 

○ 地域包括ケア病棟については、当該病棟が主に回復期機能を提供している場合は回復

期機能を選択し、主に急性期機能を提供している場合は急性期機能を選択するなど、個々

の病棟の役割や入院患者の状態に照らして、医療機能を適切に選択してください。 

 

 

 

２－５．病棟の統廃合等を予定している場合の留意点 

医療機能は、現状のみならず「2025 年 7 月 1 日時点における病床の機能の予定」につ

いてもご報告いただきます。その際、今後、病棟構成の変更（医療機関の統合を含む）

を予定している場合は、以下の点にご留意ください。 

・ 今後、病棟再編などにより現在の病棟を複数に分割する場合には、分割時に多く残す機能

のご予定を「2025 年７月１日時点における病床の機能の予定」としてご報告ください。 

・ 病棟の統合予定がある場合は、統合前の全ての病棟について、「2025 年 7 月 1 日時点にお

ける病床の機能の予定」には同一の医療機能を選択し、自由記入欄に「○年○月に○○病棟、

○○病棟と統合予定」など、コメントをご記入ください。 

・ 病院の統合予定がある場合も同様に、現時点でご回答いただける範囲で、「2025 年 7 月 1

日時点における病床の機能の予定」について、病棟ごとにご回答ください。その際、自由記

入欄にも、ご状況について詳細にご記入ください。 
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（参考）病床機能報告制度の概要 

病床機能報告制度とは、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）により改正された医療法（昭

和 23 年法律第 205 号）第 30 条の 13 に基づいて実施する制度です。 

＜参考＞ 

○ 医療法（昭和 23年法律第 205号）（抄） 

第三十条の三 （略） 

２ （略） 

六 地域における病床の機能（病院又は診療所の病床において提供する患者の病状に応じた医療

の内容をいう。以下同じ。）の分化及び連携並びに医療を受ける者に対する病床の機能に関す

る情報の提供の推進に関する基本的な事項 

３ （略） 

第三十条の三の二 厚生労働大臣は、前条第二項第五号又は第六号に掲げる事項を定め、又はこれ

を変更するために必要があると認めるときは、都道府県知事又は第三十条の十三第一項に規定

する病床機能報告対象病院等の開設者若しくは管理者に対し、厚生労働省令で定めるところに

より、同項の規定による報告の内容その他の必要な情報の提供を求めることができる。 

第三十条の十三 病院又は診療所であつて一般病床又は療養病床を有するもの（以下「病床機能報

告対象病院等」という。）の管理者は、地域における病床の機能の分化及び連携の推進のた

め、厚生労働省令で定めるところにより、当該病床機能報告対象病院等の病床の機能に応じ厚

生労働省令で定める区分（以下「病床の機能区分」という。）に従い、次に掲げる事項を当該

病床機能報告対象病院等の所在地の都道府県知事に報告しなければならない。 

一 厚生労働省令で定める日（次号において「基準日」という。）における病床の機能（以下

「基準日病床機能」という。） 

二 基準日から厚生労働省令で定める期間が経過した日における病床の機能の予定（以下「基

準日後病床機能」という。） 

三 当該病床機能報告対象病院等に入院する患者に提供する医療の内容 

四 その他厚生労働省令で定める事項 

２・３ （略） 

４ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項及び第二項の規定により報告さ

れた事項を公表しなければならない。 

５ 都道府県知事は、病床機能報告対象病院等の管理者が第一項若しくは第二項の規定による報告

をせず、又は虚偽の報告をしたときは、期間を定めて、当該病床機能報告対象病院等の開設者に

対し、当該管理者をしてその報告を行わせ、又はその報告の内容を是正させることを命ずること

ができる。 

６ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合において、その命令を受けた病床機能報告

対象病院等の開設者がこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

第九十二条 第三十条の十三第五項の規定による命令に違反した者は、三十万円以下の過料に処す

る。 

※ 法律上は、医療機関から都道府県知事にご報告いただくこととなっていますが、

事務作業の効率化のため、厚生労働省はみずほ情報総研株式会社に、事務局機能、

全国共通サーバの整備等を一部業務委託しています。 

以上 


